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停電コストの再調査について

２０２１年１１月１６日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

第67回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料２



2停電コスト調査について

◼ 第4回 電力レジリエンス等に関する小委員会(2019年3月5日) において、ESCJのアンケート調査(2013年)に基
づく停電コスト（3,050～5,890円/kWh）について、海外文献等の調査を行い、海外諸国のVoLL(Value of 
Lost Load：停電価値)の値と大きな差がないことを確認し、継続的に停電コストの調査および見直しを検討して
いくべきか、と整理していた。

出所）第4回 電力レジリエンス等に関する小委員会(2019年3月5日)
資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf


3停電コスト調査について

◼ 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会（以下、マスタープラン検討委
員会）において、停電コストのアンケート調査について議論され、集計手法の改善についても指摘があったところ。

◼ これらを踏まえ、第11回マスタープラン検討委員会(2021年7月16日)にて、マスタープランにおけるアデカシーの費
用便益評価（以下、アデカシー評価）について、停電コストのアンケート調査を再度実施する方向で整理された。

出所）第11回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会(2021年7月16日)
資料2 https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2021/files/masuta_11_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2021/files/masuta_11_02_01.pdf
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◼ 第4回 電力レジリエンス等に関する小委員会(2019年3月5日)では、停電コストの上限値の指標として「停電回
避のための設備対策費用」、下限値の指標として「DRの調達費用」が挙げられるかといった点も参照のうえ、海外諸
国の事例等を参考に、既存の停電コストについて精査。

（参考）停電コストのイメージ

出所）第4回 電力レジリエンス等に関する小委員会(2019年3月5日)
資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf


5（参考）停電コスト単価に関する文献調査結果まとめ

出所）第4回 電力レジリエンス小委員会(2019年3月5日)
資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf


6（参考）停電コスト単価に関する文献調査結果まとめ

◼ 各国各地域のVoLLは、推計において仮定する停電のタイミング(季節・曜日・時刻等)や長さ、消費者のタイプや消
費レベル等によって大きく異なるため単純に比較できないが、結果を見ると概ね1,000～5,000円/kWh程度の範
囲に収まっており、現状の停電コスト(3,050～5,890円/kWh)との差はそこまで大きくないと整理された。

出所）第4回 電力レジリエンス小委員会(2019年3月5日)
資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf
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◼ 停電コストについては、第4回 電力レジリエンス等に関する小委員会(2019年3月5日)で技術的な精査を実施し、
継続的に調査および見直しを検討していくべきか、と整理していた。

◼ 第11回マスタープラン検討委員会(2021年7月16日)において、停電コストの再アンケートを実施する方向性が示
された。また、アンケート手法の改善についても指摘があったところ。

◼ 過去のアンケート調査から10年近く経過し、電力需要構造や電化依存度等により変化が生じていると推測されるこ
とからも、停電コストのアンケート調査の見直しも含め、改めて停電コストを調査することとしてはどうか。

停電コストの再調査について

【2021年2月19日 第7回マスタープラン検討委員会 議事録より抜粋】
➢ アンケートで得られたデータを使うことに否定的な立場であるが、もしアンケートで得られたデータを使うということであれば、それなりの方

法がある。例えば、日本でも国土交通省からアンケートを用いる方法が公開されている。ESCJ の調査はその方法を満たしていないの
で、これをもとに政策を設計するというのはどうかと思う。（中略）新しい調査をやるのであれば、専門の方の知見を頂いた上できちんと
した調査を行って頂きたい。

➢ 停電コストがあまりにも高く見積もられるというのは非常に懸念がある。実際に、業務用、産業用であれば生産量等で実態に即したコ
ストをある程度見積もることはできるだろうが、生活に関しては単なるアンケートだと皆高く言いがちである。しかし、停電を避けるために
蓄電池にいくら払うかと聞けばだいぶ低い数字を言う。かなり乖離があるものになってしまう。（中略）しっかり方法案があるのであれば
ちゃんとしたアンケートをもう一度やり直すべきであるし、今回の議論とは別かもしれないが、そこはなるべく早く広域機関に対応頂きたい。

➢ アンケートという手法の課題はあると思うが、そこの視点が入った値を使うことは妥当性があるのではないかと思う。これは短期的な話で
あり、中長期的に見た今後の話ということになると思うが、停電コストという値は、社会状況によっておそらく変わる数字であり、一点に
落ち着くような数字ではなく、時代時代で変わっていく数字であると思っている。（中略）したがって、この数字は継続的に評価していく
事が大事であると考えている。

【2021年7月16日 第11回マスタープラン検討委員会 議事録より抜粋】
➢ 最後は調査の専門家が確定されるものと思うが、回答者、消費者の目線で事前に確認させて頂ければ、何か意見できるのではない

かと思う。以前アンケート調査結果の提示があった時にどんな設問なのかと違和感が生じたことがあったため、せっかくであれば委員の皆
様が納得される設問で調査した方がよいのではないかと考えた次第である。

➢ ESCJ 時代のデータを補完するデータを取るということであるが、停電コストだけではないと思うが、調査を基に停電コストを算出するの
であれば、一定の定期的な観測データの把握が必要と思う。
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[ESCJ調査（2013年）調査内容]

調査先

調査ケース

前提 停電時期・時間

大口事業所
中小事業所

個人

①停電予告あり
事業所:1～2ヵ月前
個 人:2時間前

②停電予告なし

(ケース1)
夏の平日13～15時（2時間停電）

(ケース2)
冬の平日17～19時（2時間停電）

◼ 2013年の調査においては、供給力不足による計画停電を前提とした「停電予告あり」のケースおよび、設備故障等
を前提とした「停電予告なし」のケース、それぞれについて個人および大口・中小事業所に対してアンケートで確認した。

（参考）2013年調査の調査内容



9（参考）2013年調査の調査対象



10（参考）2013年調査の概要

出所）第4回 電力レジリエンス小委員会(2019年3月5日)
資料3 https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf
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[ESCJ調査（2013年）調査項目]

調査先

調査項目

停電
電力量

停電コスト

損害額 WTP WTA

大口、中小事業所 ● 自由回答方式 ー ー

個人 ● 支払カード方式 支払カード方式 支払カード方式

◼ 大口・中小事業所向けアンケートでは、停電により発生する損害の具体例を示し、各々の金額を回答する調査形
式（自由回答方式）をとり、それらを合算することで「損害額※1 」を算出している。

◼ 一方、個人向けには「損害額」、「支払意思額（以下、WTP※2 ）」、「受取意思額（以下、WTA※3 ）」につい
て質問し、停電により発生する直接的および間接的な損害の具体例を示したうえで、あらかじめ設けた選択肢の中
から金額を選ぶ方式（支払カード方式）で調査を実施した。

◼ また、各ケースの時間帯において使用している電力量を確認し、 「損害額」、「WTP」、「WTA」の単価を算出してい
る。

2013年調査の調査項目および調査方式

※1 大口、中小事業所の停電コスト（損害額）は、停電対策費用含みの値

※2 停電を回避するために支払ってもよいと考える最大金額（Willingness To Pay）

※3 停電発生時に受け取りたいと考える最低限の金額（Willingness To Accept）



12（参考）自由回答方式と支払カード方式の質問例

[自由回答方式]（事業所向け調査）

（例）この事業に対し、あなたの世帯はいくらの負担金であれば支払いに応じていただけますか。

金額をお答えください。

→ （自由記述）

[支払カード方式]（個人向け調査）

（例）この事業に対し、あなたの世帯はいくらの負担金であれば支払いに応じていただけますか。

以下から一つ選択してください。

もし2,000円よりも高い金額を回答される場合は具体的な金額を記載してください。

→ ①0円 ②1～100円 ③101～200円 ④201～500円 ⑤501円～1,000円

⑥1,001円～2,000円 ⑦2,001円以上（具体的な金額を記載ください。）
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評価項目 ＥＳＣＪ調査 調査手法の技術的な妥当性

①推計手法 表明選好法 • 引き続き表明選好法の採用が妥当か

②調査項目 損害額・ＷＴＰ・ＷＴＡ
• 調査項目は適切か

• 調査項目が多く、回答者が混乱する等の懸
念がないか

③調査方式
自由回答方式（大口、中小事業所）
支払カード式（個人）

• 調査項目に応じた適切な方式が選択されて
いるか

◼ 便益計測調査における指針として国土交通省が公表している「仮想的市場評価法（CVM）適用の指針」（平成
21年7月）（以下、CVM指針）等を参考に、ESCJの調査内容について、調査方法の技術的な妥当性を評価の
うえ、必要に応じて見直しを検討した。

◼ 各項目の詳細については次スライド以降にそれぞれ検討する。

調査方法の課題整理



14（参考）仮想的市場評価法（CVM）適用の指針

出所）国土交通省ホームページ
https://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/090713/090713.html

https://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/090713/090713.html


15①推計手法について

◼ 推計手法については、第4回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019/3/5）において、各手法の得失を整理
している。

◼ 表明選考法は、停電によって需要家が被る心理的影響を含む様々な影響を直接聞き取ることが可能であり、停電
影響の実態に近いと評価できることから、引き続き、表明選好法による調査を継続してはどうか。

推計手法 概要 長所 短所 適用

表明選好法

需要家に対して停電損失等を質問するもの。
停電を回避するために支払える最大の金額
（WTP:Willing to pay）、
停電発生時に受け取りたいと考える最低補償額
（WTA:Willing to accept）が調査される。

個々の顧客の選好
を直接反映できる
点。

予備調査も含めた時間
的・金銭的コストや、特定
のバイアスへの考慮が必
要である点。

〇

顕示
選好法

代
替
法

近似手法①

(GDPにより推計)

生産停止のコスト、機器の再起動の費用など、
停電により引き起こされる直接費用に密接に関連
した変数を用いて、間接的に推計するもの。
（商工業部門では主にGDPを、年間の電力消
費量で除することで停電価値が推計されている）

適用が簡単であり、
また、既存のデータを
使用するため推計が
容易である点。

仮定により推計値が大きく
変動する点。また、家庭部
門は市場価値を生まないた
め、コストの定量化が困難
である点。

△

近似手法②

(停電対策により
推計)

停電対策の限界費用は停電の限界費用と一
致するという考え方に基づき、停電対策に係る需
要家の市場行動の観察と分析から停電価値を
推計するもの。

比較的正確なデー
タを集めることがで
きる点。

先進国では供給信頼度
が高く、停電対策を行う
需要家が多くない(大口
除く)ため、推計値が過小
評価されるおそれがある点。

×

近似手法③

(ケーススタディ：
停電対応の費用
実績より推計)

実際に発生した大規模停電の後、実際に発生し
た費用実績を基に推計するもの。

推計値が、消費者が
経験した実際の費用
に直接結びついてい
る点。

データセットの数が少なく、
算出値の蓋然性が低い点。

×

第4回 電力レジリエンス等に関する小委員会(2019/3/5)資料3を一部加工



16②調査項目について（損害額・WTP・WTA）

◼ 表明選好法では、WTP・WTA等を尋ねる方法があるが、一般的にはWTPが推奨されている
➢ 「一般的に、人々は満足度が高まるものに対して支払う（すなわち支払意思額を決める）行為にはなじみがある

が、満足度が低下するものに対して補償を求める（すなわち受入補償額を決める）行為にはなじみがないため、
受入補償額を適切に回答することは支払意思額を回答すること以上に難しい」※1 

➢ 一般に人々はお金をもらえるよりも取られる方が慎重になる心理があるので、WTAの方が大きくなる傾向があるうえ、
電気は代替が効かない財であり、WTAは過大になる懸念（いくら受け取れても納得できない等）がある

◼ また、調査項目数については、項目数が増えることで回答者の負担が増加し、適切な回答を得られない可能性があり、
最低限となるよう留意が必要と考えられることから、WTAの調査は実施せずに、WTPについては、大口・中小事業所
も含めて調査することでどうか。

◼ なお、前回調査の連続性の観点から損害額についても引き続き調査を実施する。

※1国土交通省 「仮想的市場評価法（CVM）適用の指針」（平成21年7月 ）

調査先

調査ケース 調査項目（案）

停電時期・時間
（2時間停電）

停電
電力量

停電コスト

損害額 WTP WTA

大口、中小
事業所 (ケース1) 夏の平日

(ケース2) 冬の平日

● ● ● ー

個人 ● ● ● ●

調査項目の変更点

×

追加

削除
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◼ ESCJ調査(2013)のアンケートの回答方式は事業所向けは「自由回答方式」、家庭向けには「支払カード方式」で
あったが、その他の方式も含め、WTPの調査として望ましい方式について整理を行った。

◼ 一般的に人々はあるものに自ら価格を設定する行為になじみが無いため、「自由回答方式」、「支払カード方式」の
回答の信頼性には課題があるとされる。

◼ 回答の信頼性が比較的高いと評価される二項選択方式または二段階・多段階二項選択方式の採用が考えられる
が、回答者の負担の少ない「二項選択方式」でWTPの調査を実施することでどうか。
なお、必要サンプル数については前回調査の実績などから確保できる見通し。

回答方式 内容 長所 短所 適用

自由回答方式 直接に金額を質問する方式 集計が容易
回答率が低い
信頼性に課題がある

×

付け値ゲーム方式
提示額1つに対して「はい」/「いいえ」と答え
るまで繰り返し金額を上げ/ 下げていく方式

比較的信頼性が高い
時間がかかる
郵送調査では実施困難

×

支払カード形方式 複数の提示額の中から選択してもらう方式 回答率が高い 信頼性に課題がある △

二項選択方式
予め用意されたいくつかの提示額の内、1つ
を提示し、その金額に対する支払意思を質
問する方式

比較的信頼性が高い
二段階・多段階と比較
し必要サンプル数が多い

◯

二段階・多段階
二項選択方式

二項選択方式の質問を数回繰り返す方式 比較的信頼性が高い 調査票の種類が増える ◯

③調査方式について
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◼ 二項選択方式の質問形式、集計方法は以下のとおり。

（参考）二項選択方式について

（出所）仮想的市場評価法（CVM）適用の指針（平成21年7月 国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/090713/cvmshishin/cvmshishin090713.pdf

[質問形式]

（例）この事業に対する毎年の負担金が 500円（※）の場合、あなたの世帯はこの事業の実施に賛成ですか。

※提示される金額は質問対象者により異なる

→（①賛成 ②反対）

[集計方法]

①得られた回答から異常回答を排除

②横軸を提示額とした賛成率曲線を推定する

③最大提示額で裾切りを行う

④推定された賛成率曲線と座標軸からなる部分の面積を

求めることで支払意思額の平均値を推定する。

賛成率曲線（例）

60％

500円 1,000円

40％

https://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/090713/cvmshishin/cvmshishin090713.pdf
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[停電コスト調査案]

調査先

調査ケース 調査項目（案）

前提
停電時期・時間
（２時間停電）

停電
電力量

停電コスト

損害額 WTP WTA

大口・中小事業所

①停電予告あり

②停電予告なし

(ケース1) 夏の平日

(ケース2) 冬の平日

● 自由回答方式 二項選択方式 ー

個人 ● 支払カード方式 二項選択方式 ー

◼ 調査項目については、WTAの調査は実施せず、大口・中小事業所にWTPを追加し、WTPのアンケート方式につい
ては、「二項選択方式」としたい。

赤字が前回調査からの変更箇所（案）

停電コストアンケート調査の方向性まとめ（2013年調査からの変更案）
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１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 7月

調整力等委員会

アンケート調査

アンケート製作・発送回収・集計

報告書作成

◼ 今回提案の方針を原案とし、事務局にてアンケート調査の有識者の見解等も確認のうえ、アンケート調査票の制作
等の準備を進め、調査を実施したい。

◼ アンケート調査の結果も踏まえ、改めて停電コストの整理を行い報告書を取りまとめのうえ、本委員会に報告する。

事前準備

◯

[アンケート調査スケジュール案]

停電コストアンケート調査 スケジュールについて


